
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

我々は今年 10 月に制定された重要な国会の決議及び

閣議決定、10 月 1 日から施行した「簡易な訴訟手続

き」を紹介する。 

 今月に新に制定された、又は改正された法律がな

い。 

I. 国会の決議: 

2024 年 10 月に合計 2 つの決議が承認された。 

 

1.1. 特別副監督委員会の構成に関して 

「特別副監督委員会」とは国会の下にある特定な問

題に特別監督を行い、検査を行う副委員会である。

この副委員会は国家秘密、国家安全と関連する問題

を監督し、監査を行う機能を持つ。国会の決議によ

り、同委員会を新たな構成で設立した。 

 

1.2. 特定の常設委員会の構成に変更を行うことに関

して 

• モンゴル国会の経済常設委員会の会員及び 

• モンゴル国会の国家常設委員会の会員構成に

変更を行った。 
 

II. 閣議決定: 

2024 年 10 月に合計 12 つが閣議決定が制定され、そ

それらから以下の決定ははいら重要である。 

 

2.1. 国家の特別利用を目的とする土地収用 (決定第

132 号) 

土地法第 16 条 1 項 13 号、第 18 条 1 項 2 号の定めに

基づき、モンゴル国閣議の 2024～2028 年政策計画の

第 1.2.2.1 に定めたことを実施するため、モンゴル

国閣議から同決定を制定した。  

 

内閣、内閣機関の統一建設を建てる目的でトブ県セ

ルゲレンスの 1000 ヘクタール土地を国家特別利用の

ため、収用し、重なっている土地利用に関連する移

転を法律に従って、規定することを自然・環境・気

候変動大臣に義務付けた。 

 

2.2. 決定の別添に改正を行うことに関して (決定第

247 号) 

上記の政府機関の統一建設の技術、経済根拠、設計、

工事の作業、配置に関連する情報を「モンゴル国秘

密に含まれる情報リスト」の「v/政府の執行庁」 

「i/建設および都市計画部」に追加し、国家機密レ

ベルの秘密に含んだ。  

 

 

 

 

2.3. 入札手続きを規定する規則の制定に関して  

上記に国家秘密に含まれるよう定めた情報に関連し、 

 

「国家秘密に含まれる入札手続きを規制することに

関する規則」を制定した。  

「国家秘密に含まれる入札手続きを規制することに
関する規則」を次の QR コードをスキャンし、ご覧く
ださい。 
 
 

 
III. 簡易な訴訟手続き:  

2024年 1月 17日に制定した民事訴訟法の改正である

「簡易な訴訟手続き」は今年 10 月 1 日から施行され

る。 

 

3.1. 簡易な訴訟手続きで解決される事件 

最低賃金を 20 倍増加した 13.200.000MNT 未満の金額

の回収に関する次の紛争を簡易な訴訟手続きで解決

されされる。 

• 各種類の契約により、資金を請求する。 

• 共有財産の利用、修理サービスに関連する費

用を請求する。  

• 労働契約に基づき、給与を請求する。 

• 他人の財産、健康に不法行為を起こしたこと

により、金額財産を請求する。 

 

以下の請求を金額に関わらず、裁判所は簡易な 訴訟

手続きで解決する。 

• 裁判所の施行庁の目的で財産、権利を差し押

さえ、評価を決定し、強制競売を行う手続き

に関わる苦情 

• 債務履行を担保物から確保する請求 

• 復職に関する有効な裁判所の判決に基づき、

失業期間中の平均給与と同額の補償金請求  

 

家事、相続に関連する各種類の事件に簡易な訴訟手

続きが適用されない。 

 
3.2. 簡易な訴訟手続きの特徴 

簡易な訴訟手続きにおいて、事件を 1 つの裁判の審

理で書面又は電子書類に基づき、判断する。 

事件の簡易な訴訟手続きは裁判所の負担を軽減し、

事件を早速に、効率的に解決する機会を生み出す、

その事件の特徴に合わせた公正な判決を下すことに

向う特別規制である。 
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3.3. 簡易な訴訟手続きの期間 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

№ 

 

手続き 

簡易な訴訟手

続きの期間  

通常の手続きに

おける紛争解決

期間  

1  

訴訟を追行する 

 

5 日間 

首都 7 日間、地

方 14 日間 

2  

訴訟請求の増加 

一回に限り、

訴訟を追行し

た後、5 日間内 

 

裁判所が定める

前 

3 訴訟請求の承

認、拒否 の根

拠、その証拠を

裁判所に提出す

る  

訴えを受け取

った後、5 日間

内 

 

訴えを受け取っ

た日以 14 日間

内 

4 反対訴え 

 

訴えを受け取

った後、7 日内 

裁判で判断され

る前 

5 訴訟期間  

45 日間 

 

60 日間 

6 訴訟手続き期間 

(再審理するよ

うに差し戻し

た) 

 

 

15 日間 

 

 

30 日間 

7 訴訟手続き期間 

の延長 

一回 14 日まで 1 回に限り、30

日間 

8 第二審に係る控

訴申立ての期間 

 

7 日間 

 

14 日間 
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